
令和４年度狭山市決算関係資料

地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途内訳

（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） １８億８,２１２万４千円

（歳出）
２２３億７,４００万円

国(県)
支出金

地方債 その他
地方消費税交付
金(社会保障財源

化分)
その他 事　　業　　名

人件費,事務費等
を除いた事業費

地方消費税交付
金(社会保障財源

化分)
その他

社会福祉総務費 1,402,173 1,079,272 510 322,391

高齢者福祉費 436,690 139,452 8,162 289,076

障害者福祉費 3,858,557 2,427,852 25,438 488,780 916,487 障害者自立支援・障害児通所等給付事業費 3,121,441 2,175,188 488,780 457,473

児童福祉総務費 3,262,734 1,910,969 15,500 15,456 1,320,809

児童保育費 3,607,263 2,387,359 126,951 465,554 627,399
子ども・子育て新制度関連事業費
（子どものための教育・保育給付事業費、
地域子ども・子育て支援事業費）

3,186,824 2,285,534 465,554 435,736

総合子育て支援センター費 37,272 20,942 16,330

保育所費 362,745 5,704 19,362 337,679

青い実学園費 18,017 198 17,819

学童保育室費 314,859 154,759 102,720 57,380

生活保護総務費 159,487 3,906 155,581

扶助費 1,777,421 1,380,394 397,027

小　計 15,237,218 9,510,609 15,500 298,797 954,334 4,457,978 小　計 6,308,265 4,460,722 954,334 893,209

国民年金費 65 65

国民健康保険事業費 1,000,000 427,160 572,840

介護保険事業費 1,905,059 187,066 1,717,993

小　計 2,905,124 614,291 2,290,833 小　計

後期高齢者医療事業費 2,142,591 253,314 93,122 927,790 868,365 後期高齢者医療事業費 2,142,591 346,436 927,790 868,365

保健衛生総務費 319,366 16,476 12,466 290,424

保健センター費 27,453 27,453

母子健康費 182,631 73,151 1,690 107,790

予防費 1,559,617 838,901 62,266 658,450

小　計 4,231,658 1,181,842 169,544 927,790 1,952,482 小　計 2,142,591 346,436 927,790 868,365

22,374,000 11,306,742 15,500 468,341 1,882,124 8,701,293 充当先事業費　総計 8,450,856 4,807,158 1,882,124 1,761,574

　その他社会保障施策・・・社会福祉（生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉）、社会保険（国民健康保険、介護保険、年金）、保健衛生（医療、疾病の予防対策、健康増進対策）

社会福祉

※社会保障経費対象外となる経費は除外しています（公共建築物解体事業費等）

※社会保障４経費・・・年金、医療、介護、子育て

社会保険

保健衛生

総　　計

※財源内訳は「人件費、事務費を除いた事業費」の内訳となります

社会保障４経費その他社会保障施策に要する総事業費
（人件費、事務費を除く）

（単位：千円）

区分 款　　項　　目 人件費,事務費等
を除いた事業費

財　　源　　内　　訳 うち地方消費税交付金（社会保障財源化分）　充当先 財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

特定財源

一 般 財 源

　消費税率引き上げに伴う地方消費税交付金の増額分については、社会保障４経費及びその他社会保障施策(※)に要する経費(人件費、事務費を除く）として
活用することとされています。
　本市では一般会計の社会保障関連事業費の中で占める割合が大きい、下記３事業の財源として活用しました。


